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要旨：近年，少子高齢化の進展に伴い，地方自治体の多くは生産年齢人口の減少や経済状況の低迷に伴い税収

が減少し，公共交通の維持にこれまでのように予算をまわすことが難しくなっている．一方で，公共交通が脆

弱な地方都市の高齢者は暮らしの足が確保できず，自家用車を保有し続けなければならなくなり，高齢ドライ

バー事故の増加の一因となっている．また，高齢化は地域コミュニティの活力の低下も引き起こし，地域の人

と人のつながりの低下も招いている．特に，高齢者が自家用車を手放し自由に移動できる手段がなくなった途

端，外出の機会が極端に減少してゆき，地域の他の住民とのつながりも少なくなることで，急速に生活のクオ

リティ（QOL; Quality Of Life）が悪化する．これにより，地域の安全や安心が守られない状況も生まれ始めて

いる．例えば，コミュニティ内のコミュニケーションが希薄となり，孤立死などの深刻な問題も見られるよう

になってきた．そのような課題を解決するために，多くの自治体では地域包括ケアシステムや，様々な見守り

の仕組みづくりが進められているが，十分なケアが追い付かない状況である． 

著者らは，これまで地域活性化のための新しいモビリティとして低速電動バスを開発し，高齢者が多く住む

地域でそれを運行することで，バス車室内での会話が誘発されることを報告した 1)．このような新しいモビリ

ティを導入することで，これまで自家用車という移動手段しか選択肢がなかった地域に，新しい移動手段が提

供されるだけではなく，それを利用することで人と人の会話が可能な空間が創出されることが示された．本稿

では，さらにこの低速電動バスの地域導入が，その地域に住む住民同士の間のコミュニケーションや情報の共

有を高め，自然な見守り効果が発生することに注目して，その波及効果を検証した．また，バス利用者へのア

ンケート調査から，バスが導入されたことで実際に外出機会や会話機会がどの程度増えたかを明らかにした．

これらに加えて，バス車室内で共有された地域情報が，コミュニティ内に展開される効果を検証することにし

た．具体的には，ネットワーク上の噂の拡散問題や，ウィルスの感染拡大の問題で用いられる数学モデルを応

用し，複数の住民がバスの中で情報共有することによって，情報が地域へ波及する効果が向上することを検証

した．その結果，暮らしの足として導入した低速電動バスが，その地域の住民の外出や会話機会を増加させ，

情報共有が自然に行われていることが確認できた．また，このようなバスに多くの乗客が乗車するほど，地域

への情報の展開が早くなる可能性があることを明らかにした． 

 

１．はじめに 

わが国では，高度経済成長期の 1960 年代にモータリゼーションが一気に進んだ．同時に，地域の隅々まで

道路が整備され，ガソリンや軽油といった燃料供給インフラも国内のいたる所に設置されていった．その結果，

それまでは便利な仕組みであった鉄道やバスといった公共共通が，自家用車にその地位を奪われて行くことに

なった．特に，地方都市の鉄道や路線バスは，利用者が減少して減便せざるを得なくなり，それによって利便

性が確保できないことから，ますます利用者が減るという悪循環に陥っていった．一方，1990 年代以降は高齢

化が顕著になり，地方財政の悪化から公共交通の維持がさらに難しい状況となった．地方都市での公共交通は，

2002 年の道路運送法改正による規制緩和によっても大きな改善は見られず，むしろその維持がより困難となっ

たという報告もある 2)．また，モータリゼーションは個人単位での移動を容易にしたことも特徴であり，その

結果として，地域内でのつながりが希薄になりコミュニティの弱体化の一因になったとも考えられる．例えば，

自家用車が利用しやすい郊外型の大型商業施設が建てられ，地域に密着していた従来の個人商店街が衰退して

いった．地域の商店街が，近隣住民の情報共有の場としての役割をしていたことは明らかで，大型商業施設型

への小売形態や，ネット通販などの増加から，コミュニケーションの頻度が低下していることはよく聞かれる

ことである．現代ではさらに社会の情報化が進み，人と人が直接的に対話する機会がますます減少し，旧来の

コミュニティの形態がさらに変化しているといえる． 

このような社会構造の大きな変化の中で，公共交通を継続的に維持するために，これまで様々な視点からの

研究が行われてきた．例えば，過疎地域における利用者の活動機会を観点に入れた公共交通サービスに関する
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研究 3)や中山間地域におけるライドシェアの研究 4)，住民が主体となった自主運行の効果 5)，モビリティの自

治に関する研究 6)などがある．公共交通の継続的な維持に関しては，従来の移動手段の提供という視点だけで

はなく，移動手段以外の新しい価値を提供するものとして，公共交通を捉える発想の転換が必要である．特に，

高齢者が多い地域では，暮らしの足としての移動手段の確保と同時に，それが地域内のコミュニケーションを

向上させ，地域の安全や安心を高める効果があることに注目して地域内の公共交通の設計を行うことが重要と

考えられる． 

国立大学法人群馬大学と特定非営利活動法人北関東産官学研究会は，地域の自治体や企業と共同して低速電

動バス eCOM-8®（桐生市愛称：MAYU）を開発してきた 7), 8)．最近，この eCOM-8 は国土交通省が進めるグリ

ーンスローモビリティの一つとしても注目されている 9)(注)．これまでのいくつかの地域での運行試験から，

このバスの運行により地域住民同士のつながりが生まれ，見守り的な効果が自然に発生する事例が確認された．

本稿ではそのいくつかの実例を示し，その効果を分析することにした．また，実証試験を通して，このバスの

運行により地域住民の外出機会や会話の機会が増加したかを，アンケート調査をもとに分析した．さらに，バ

ス車室内での地域情報の交流がそのコミュニティ内への情報の伝搬につながる可能性についても検討するこ

とにした． 

 

２．様々な見守りシステムの特徴と本研究における自然な見守りの視点 

上記のような高齢化の進展に伴い，高齢者の孤立の解消や独居高齢者への支援のために，様々な方策が研究

され，すでに多くの導入事例が報告されている．見守りについては，主に自治体や自治体が支援する団体・機

関による様々な取り組みが行われている．これはいわば社会システムとしての支援であり，生活保護やセーフ

ティネット機能の構築，地域包括ケアシステムの導入などがあげられる 10), 11)． 

また，IoT（Internet of Things）や ICT（Information and Communication Technology）を活用した，見守りシス

テムも開発されている 12), 13)．例えば，高齢者の見守り技術として，高齢者が生活に必要な電力を消費してい

るかどうかをチェックするような仕組みを用いた見守りサービスや，電気ポットや蛇口の開け閉め，その他の

生活器機の使用状況などをもとに異常を知らせるような，IoT を活用した見守りサービスなどがある．さらに，

部屋を移動すると人感センサーが検知するような仕組みを用いた見守りや，遠方の家族が室内の様子を見られ

るようにしたサービスなどが開発されている．このような，IoT や ICT をもとにした様々な見守り技術の開発

と，それを用いた様々なサービスが今後も提供されてくるものと考えられる 14), 15)．しかしながら，これらの

特長は見守られる側と見守る側が，インターネットを介して結ばれており，旧型の多世代が同居するような家

族形態ではなく，高齢の単身世帯と遠方に住むその子供との間でのみ成立している場合や，親類等のいない単

身高齢者の場合は，何らかの公共的な団体等がサービス提供していることになる．このため，見守りの中に直

接的な会話や，顔と顔を合わせての会話が十分な頻度で成立しないという課題もある．高齢化で問題となる認

知症の課題では，社会的つながりの多様性が高い方が認知症の発生リスクが低くなることが指摘されており 16)，

直接的な会話や外出などによる人と人のつながりの頻度を上げることが重要と思われる． 

一方，人が直接介在するような見守りの取り組みも進んでいる．例えば，牛乳や乳酸菌飲料，新聞や郵便物

などの配達員によって，一方向的に高齢者の生活の変化を捉えるような人的な見守りの仕組みが導入されてい

る．双方向的な仕組みとして，生活に必要な食料品を配達する配達員や，移動販売車の運転手が高齢者と直接

顔を合わせることで，見守り機能を補完するようなサービスも生まれている 14)．さらには，地域の民生委員や

社会福祉協議会の職員のような人たちが定期的に訪問を行うような社会的な取り組みも進んでいる 17)．しかし

ながら，このような場合の多くは，外出が困難な高齢者への支援が多く，外出可能な高齢者の支援は限定的で

ある．また，支援の中での会話の頻度としては必ずしも高くないのが現状である．これらの取り組みでは，高

齢者は見守られる立場であると同時に，このサービスを受けるために一定のコストが生じることから，その持

続可能性についても課題を有している．さらに，地域内にコミュニティカフェのような人が集う場所を積極的

に構築する取り組みも考えられているが 18), 19), 20)，そもそもその場所に行くための手段をどのように確保する

かといった問題が残る． 

現在，高齢者の多くは自家用車での外出が難しくなった時点で，公共交通を利用する体力的な余裕はなく，

日々の食事を配食サービスに頼ることで外出がさらに遠のき，地域の中でも孤立してゆくようなケースが少な

くない．外出しなくなった高齢者が引きこもると寝たきりや死亡の確率が高まることが示されている 21)．この

ようなことを考えると，運転ができなくなるぎりぎりまで自家用車に依存し，運転ができなくなった段階で何

らかの支援に頼る生活に移行するという二者選択的なものではなく，暮らしの足となる交通手段が地域に存在

し，身体の機能が完全に衰える前にそれを利用することで体力低下を予防し，地域のコミュニティとのつなが

りを保った生活をできるだけ長く維持してゆけるような仕組みを導入しておくことが重要である．また，中山

間地域での免許返納意向に関する先行研究では 22)，バスの利便性が高まれば免許を返納する意向が高まるとい

う結果も得られており，地域内に暮らしの足となるなんらかの交通手段を維持しておくことが重要といえる． 
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本研究で対象としている低速電動バスは，高齢者の体力に余力があるうちに利用でき，地域の実状に即した

暮らしの足となる新しい交通手段として試験的に導入されているものである．特に，これまでの実証試験によ

って，高齢者の外出のきっかけとなるだけでなく，車室内での会話の促進が期待できることが確認されている．

その結果，上記のような見守りの仕組みとは異なり，低速電動バスの利用者間の直接的な会話や情報交換から

生まれる，いわば「自然発生的な見守り」の効果が見られる．例えば，後述するように，いつも乗車するお年

寄りが乗らないことが車室内で話題になり，「風邪をひいたみたいだ」という情報が車室内で共有され，その

結果，近所の人がその家を訪ねるといった事象が観察されている．ほかにも様々な地域の課題等が自然な形で

複数の住民の間で共有され，その結果，様々な地域の課題が自然な形で解決されることが期待できる．このよ

うな仕組みは，古くは「井戸端会議」の一部として行われていた見守りの機能と同様の仕組みといえる． 

現代社会では個人情報保護の観点からきめ細かい情報管理が必要となり，様々な見守り技術の導入において

も高いセキュリティの仕組みが求められ高いコストがかかる．これに対して「井戸端会議」的な見守りでは，

住民間で自然な距離感や関係性をもって（個人情報を含めた）情報を共有しており，それが地域の安心や安全

に寄与している面は否定できない．井戸端会議的な地域の仕組みが失われた現代において，地域に導入された

低速電動バスという新しい「触媒」が，これと同様な機能を有するかといった観点での研究は興味深いものが

ある．また，食料品の購入など日々の生活にバスを利用する必要性が生まれ，乗り合わせた人の間で自然に情

報の共有がされるという点で，他の見守り効果とは全く異なる仕組みといえる． 

同様な機能を有するシステムとして，引き売りのような移動販売車によるものがあり，そこに商品を買いに

来た住民間で情報の共有を行うことも生じるが 23), 24), 25)，一定の時間同じバスに乗り合わせて情報を共有する

ものに比べれば，共有される情報の量は限定的と考えられる．本研究では，このような自然に住民間で情報が

共有され，その結果として地域の見守り的な効果が生じるようなものを「自然発生的な見守り」と定義して，

その効果について議論することにしたい． 

図１はこれまで述べてきたような様々な形態の見守り機能を，それにかかわる人の数と，見守りという行為

の直接性によって分類してまとめたものである．ここで示したように，本研究では従来の直接的な見守り技術

や，コミュニティカフェのような地域の居場所づくりとして導入されたものによる見守り効果ではなく，暮ら

しの足として外出や買い物に利用される移動空間内のコミュニケーションによって発生する見守りについて

議論を行う． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 様々な見守り機能 

 

 

３．低速電動バスの運行による自然発生的な見守りの発生 

３．１ 低速電動バス内での会話が見守り効果を発生した事例 

桐生市は図２のようにエクスクラーフェン（飛び地）で構成されている市であり，桐生市に挟まれる形でみ

どり市が立地している．今回の低速電動バス運行の社会試験を行った宮本町および菱町は，桐生市の東側の行

政区画（旧桐生地区）に位置する．そのうちの太線で囲われた二地区のうち，西側が宮本町，東側が菱町であ

る．それぞれの地区で運行ルートのある宮本町の第３・第４町会，菱町一色地区，菱町桐陽台地区の部分を赤

枠で示した．図中のメッシュは，平成27年国勢調査250mメッシュデータによるものであり，高齢夫婦世帯数

を示している．色が濃いほどその世帯数が多いことを表している．高齢夫婦世帯の定義は調査年度によって変
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化しているが，ここでは平成27年国勢調査の定義に則り，夫65歳以上，妻60歳以上の夫婦一組のみの世帯を示

した．図のように宮本町，および，菱町は高齢夫婦世帯が多い地域といえる． 

社会実験は2015年に群馬県桐生市宮本町第３・第４町会，および，2016年に同市菱町で実施した．その後，

2017年以降も菱町一色地区では継続して社会実験を行っている．実際の運行ルートを示した地図が図３である．

なお，この地図は国土地理院の電子地形図を用いて作成したものである26)．宮本町は路線バスがない地域であ

り，最寄りの桐生駅までの約2kmを往復するルートとした．また，菱町一色地区では路線バスのバス停までの

約1.5kmの往復ルートとして運行したが，2017年以降は駅近くの商業施設まで路線を延長して運行している．

なお，2015年，2016年の段階ではニーズ調査を目的としてバスの利用料は無料とした．宮本町は桐生市の第９

区（自治区名）に，菱町一色地区は第17区に属しており，それぞれの区の高齢化率は2016年度の時点で43.9％

（桐生市22区中1位）と32.8％（同15位）27)であり，全国平均の27.3%28)と比較するといずれも高齢化率の極め

て高い地域といえる． 

 

図２ 高齢夫婦世帯数分布状況 

 

 
 

図３ 電動バス運行ルート 
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運行は週に２回で，１日に４便の運行である．宮本町（2015年に実施），および，菱町一色地区と桐陽台地

区（2016年に実施）における乗車率推移および１年間の総乗者数は，図４および図５に示すとおりである．各

地区で乗車率や乗車総数に大きな違いがある理由としては，運行地域の高齢者の割合によるところが大きいと

考えられる．宮本町と菱町一色地区は比較的古くから住民が暮らしている地域であるのに対して，桐陽台は分

譲地として比較的新しい住宅が建てられた地域である． 

利用頻度の高かった宮本町や菱町一色地区では，利用者の間のコミュニケーションが生まれ，様々な地域の

情報共有が行われことが確認できた．例えば，いつも乗車するお年寄りが乗車しない場合はそれが話題になり，

体調を崩したことなどが車室内で共有される事例が複数回見られた．また，銀行に行くというお年寄りの方に

対して，周りの人が振り込め詐欺などの注意をするといった場面もたびたび見られた．さらに，地域で自主的

に組織されている見守り隊がこのバスを活用するようになり，車室内でごく自然な形で地域の情報共有が進む

ことが頻繁に見られた．このような事例は，地域の知り合いが同じ車室内空間を一定時間共有することで生ま

れ，地域の安心安全を自然な形で高めていることを示している．なお，以上のような事例は運行を行っている

運転手からのレポートとして確認されたものである． 

 

     
図４ 一便平均の乗車人数の推移         図５ 各地区の年間総乗車人数 

 

上記のような事例は，通常の路線バス内ではあまり活発には行われていないことが経験的にもわかる．また，

同じ移動手段として考えられるタクシーや家族による自家用車での移動では，やはり多くの情報が共有される

ことは少ない．本研究で運行している低速電動バスでは，このような会話や情報共有がされやすい対面シート

を持つ車室内空間が実現できていることは，前報で報告したとおりであり，路線バスやタクシーなどの移動手

段とは大きく異なる特徴がある 1)．上記のような事例の把握は必ずしも系統的な手段によって定量的に得られ

たものではないが，運行を通して頻繁に観察できるものであり，注目すべき点であると考えられる．より定量

的な分析を行うために，低速電動バスの運行が開始されたことで生活の中で会話の頻度が向上したかなどを，

利用者へのアンケート調査によって把握する必要がある．また，会話をする機会が増える一因と考えられる外

出等の増加についても調査が必要と考えられる．これらのことから，実際にアンケート調査を行って，その結

果を分析した． 

 

３．２ 利用者へのアンケート調査に基づくコミュニケーション促進効果の検証 

アンケート調査は，上記の宮本町と菱町で実施した．なお，アンケート調査に関しては，個人情報の保護の

観点から匿名による回答として，個人が特定できないように配慮した． 

宮本町のアンケートは町会の役員に協力していただき，2015年9月に実施した．配付数は494で，回収数は311

であった（回収率63.0%）．回答者の家族構成は，最も多いのが二人で44%，次に多かったのは一人で30%であ

った．回答者の年齢層は70歳代が27.5%で，60歳代が27.1%，80歳代が16.2%であった．ただし，バスを利用す

るための登録者数は26名と少なかった． 

利用しない理由としては，「他の移動手段がある」が69.8%と最も多く，「運行時間が合わない」が14.7%，

「運行日が合わない」が11.1%となった．他の移動手段としてあげられたものが，「自らマイカーを運転する」

が65%と最も多く，その内訳は60歳代が21%，70歳代が14%，50歳代が10%の順となっており，70代でも自家

用車を移動手段としていることがわかる8)．以上の結果は文献８ですでに公表したものである． 

菱町については，アンケート調査を2017年3月に実施した．アンケートの配布先としては，菱町一色地区お

よび桐陽台地区である．配布数は110，回収数は46で，回収率は41.8％であった．回答者の家族構成は，最も多
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いのが二人で52.3%，次に多かったのは三人が25.0%，次いで一人が22.7%であった．回答者の年齢層は70歳代

が56.5%で，80歳代が19.6%，60歳代が13.0%であった． 

低速電動バスを利用しない理由としては，「他の移動手段がある」が70.6%と最も多く，「運行時間が合わ

ない」が29.4%，「運行本数が少ない」が17.6%となった．他の移動手段としてあげられたものが，「自らマイ

カーを運転する」が43.4%と最も多く，その内訳は70歳代が65.2%と最も多く，次いで60歳代と50歳代が13.0%

となった．宮本町と同様に，70代の高齢者でも自家用車を移動手段としていることがわかる．利用者としての

アンケートの回答数は，23人であった． 

上記のような属性のうち低速電動バス利用者（宮本町26人，菱町23人）対して，追加のアンケート調査を行

った．アンケートは，電動バスの運行前と比較して，運行後にどのように行動様式が変化したかを問うために，

「あなたの最近の生活を，一年前と比較して伺います」という設問を用意し，下記のような問に対して５段階

の選択肢のうちの一つを選択してもらう形式とした． 

 

問１：外出の回数について 

①増えた ②少し増えた ③変わらない ④少し減った ⑤減った 

問２：人と話す機会について 

①増えた ②少し増えた ③変わらない ④少し減った ⑤減った 

問３：買い物の回数について 

①増えた ②少し増えた ③変わらない ④少し減った ⑤減った 

問４：外食の頻度につて 

①増えた ②少し増えた ③変わらない ④少し減った ⑤減った 

問５：笑顔について 

①増えた ②少し増えた ③変わらない ④少し減った ⑤減った 

問６：体調について 

①良くなった ②やや良くなった ③変わらない ④やや悪くなった ⑤悪くなった 

問７：おしゃれについて 

①するようになった ②ややするようになった ③変わらない 

④ややしなくなった ⑤しなくなった 

 

得られた結果をまとめたものが図６および図７である．なお，図６の結果（宮本町）はすでに公表したもの

であるが8)，ここでは，新たに図７の菱町での結果との比較のために再度掲載した．なお，棒グラフ中の数字

は件数を表し，表示のないものは，０件であったものである． 

 

  
図６ 宮本町のアンケート結果           図７ 菱町のアンケート結果 

 

宮本町のアンケート結果では，外食頻度が「減った」という否定的な回答者が１人あったが，他の項目では

「少し減った」および「減った」や体調が「やや悪くなった」，「悪くなった」やおしゃれを「ややしなくな

った」，「しなくなった」という否定的回答をした者はいなかった．肯定的な回答が「変わらない」という回
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答よりも多かったのは，会話頻度，笑顔，外出頻度，買物頻度であり8)，低速電動バスの導入が，利用者のア

クティビティを増大させていることがうかがえる．特に，会話の頻度が大きく増大していることが特徴的であ

る．菱町でのアンケート結果を見ると，否定的な回答は体調が「やや悪くなった」の１件だけであり，それ以

外は宮本町と同様に「変わらない」もしくは肯定的な回答となっている．特に，会話の頻度や笑顔が増えたと

いう結果は，宮本町の場合と同様に大きく増加していることがわかる．以上の結果より低速電動バスの地域へ

の導入が実際に会話を誘発しており，地域内でのコミュニケーションを活発にする効果があることが，ある程

度裏付けられたと考えられる． 

上記のアンケート結果の各項目間の相関を調べてみた．その結果を表１および表２に示す．宮本町のデータ

で相関係数が高かったのは，外出頻度と会話頻度（0.727），外出頻度と買物頻度（0.879），会話頻度と買物

頻度（0.749），会話頻度と笑顔（0.803）となった．この結果から低速電動バスによって外出することで，会

話と笑顔の頻度の増加につながっていることがうかがえる．菱町に関しては，外出頻度と買物頻度の相関が高

い（0.902）という結果は同様であったが，全体的に相関係数が低い結果となった．なお，表中の上段の数値は

スピアマンの順位相関係数を，下段の値はp値を表しており，p値が0.05（5%）以下であるものを採用すること

にした． 

 

表１ アンケート結果の相関係数（宮本町） 

 

 

表２ アンケート結果の相関係数（菱町） 

 

 

３．３ 車室内で共有された地域の情報の拡散効果の検証 

既報で示したように，本研究で使用した低速電動バスは，車室内空間が会話のしやすい環境となっているこ

とに加え 1)，上記のようにアンケート結果からも，実際の利用者が会話頻度が増えたと感じているということ

から，利用者間のコミュニケーションを促進するような効果を有していることが推測できる．また，図３で示

したとおり，今回の実験のルートは低速走行で約 2km～3km の距離を走行する．実際の運行時間の設定では，
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１回の運行あたり宮元町で約 30 分，菱町一色地区で約 20 分，菱町桐陽台地区で約 30 分となっており，数十

分程度の会話時間が確保できているものと考えられる．このようなことを考えると，低速電動バスが単なる移

動手段としての機能を有しているだけではなく，バスの車室内が地域の情報共有やコミュニケーションの空間

となっており，井戸端会議や病院の待合室のような機能を有する「社会装置」のような役割を持っているとい

えよう． 

以下ではさらに，低速電動バスの乗客が地域情報を車室内で共有した場合，その後にその情報が地域内に拡

散する効果を検証してみた．検証方法としては，感染症拡大 29), 30), 31), 32)やインターネット上の口コミの拡散モ

デル 33), 34), 35)として用いられる SIR モデルを用いることにした．このモデルでは，感染感受者（これから感染

する可能性のある人）の数を S，現在の感染者（やがて回復する）の数を I，一度感染して免疫保持者の数を R

とする．このアナロジーとして情報共有者数を R，地域の未共有者数を S，一度共有して覚えている（やがて

忘れる）人を I とすると同様のモデルが成り立つ． 

�̇� = −𝜎𝑆𝐼       (1) 

𝐼̇ = 𝜎𝑆𝐼 − 𝛾𝐼       (2) 

�̇� = 𝛾𝐼     (3) 

ここで，σは情報の拡散力，γは情報の減衰力を表す．σは総務省統計局の社会生活基本調査36)から，一週

間の時間の使い方で交際・つきあい時間が174分となっており，一週間に対する時間の比は0.01726となる．そ

こで，ここでは交際・つきあいに使う時間の割合をσ =0.01726とした．γについては固定することが難しいが，

情報の減衰力γについての実証研究が行われており，情報拡散過程に及ぼすメディアの影響について分析がさ

れている37)．その研究の中でσやγの推計を行っており情報の減衰力γについては0.349から0.400までの推計

結果を得ている．なお，特定のうわさの伝達は，不安・あいまいさ・信用度・面白さ，などに影響を受けると

する先行研究に加え，一般的なうわさの伝達には，共通の話題性（相手とそのうわさが共有できるか）や解釈

可能性（相手に合わせてそのうわさを解釈し直して話すことができるか）などにも影響を受けることが指摘さ

れている38)．バスの車室内で乗客間で交わされる情報は多種多様であるため，情報の減衰力γの特定化は困難

である．たとえば健康診断の期限が今週末までだという信頼度の高い情報もあれば，同乗するはずの乗客が乗

っていないといった身近な人の情報であったりするであろう．前者は信頼性の高い情報であるので乗客が地域

に戻った時にさほど減衰せずに伝わることとなろうし，後者は面白みがなければ急激に減衰していくこととな

ろう．このようなことから，本研究ではγの確定は困難であるので，いくつかの数値ケースに分けて検討する

こととした．また，低速電動バスの乗車定員は運転手を含めて10名である．そこで，乗車人数が情報の拡散に

どのように関連するかを検証することにした．計算では関係する住民数 N を100人とした．このとき，バスの

乗客数𝑛0に対して情報が伝わる速さに関して，三つのγのケースについて I の時間変化をシミュレーション

した．その結果が図８である．図中の複数の曲線は，乗車人数𝑛0がそれぞれ1，3，6，9人時に，低速電動バス

内での情報共有後に，時間と共にどのくらいの人に情報が拡散して，やがて忘れられてゆくかを示している．

ここで注意するべきことは，乗車人数𝑛0はバス車室内で会話を交わした人数である点である．前報で低速電動

バスに比較してコミュニティバスに使われるワゴンタイプは乗客の会話の発生確率が低いことを指摘した1)．

乗車人数が同数であっても，以下で述べる𝑛0は低速電動バスよりもコミュニティバスの方が小さい値をとるこ

とになる． 

 

   
(a) γ=0.25           (b) γ=0.4            (c) γ=0.5 

図８ γによる情報拡散の違い 
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この結果から，車室内で会話を交わした人数が多い方が，地域への情報伝達のピークに早く達することがわ

かる．例えば，図８(a)のグラフでは，𝑛0=9人の時は100人のうちのピークである60人程度に約３日程度で情報

が伝わっているのに対して，𝑛0=1人の時は，約５日となっており，情報が伝わる人数も若干低い値となってい

る．図８の(a)，(b)，(c)は，それぞれ情報の減衰力γがγ=0.25，0.4，0.5の場合を求めた結果である．γが小さ

いほど情報の内容が乗客にとって重要であることを示している．図より，情報の減衰力γが大きくなるにつれ

て（情報の内容が重要でなくなるにつれて）曲線のピークが低くなりすそ野が狭くなっていることが分かる．

ただし，いずれのγの値でも，𝑛0が大きな値の方が情報伝達が早いことが確認できる． 

 

４．分析 

本研究では，様々な見守り技術を比較して，低速電動バスが地域の小さなコミュニティ内で運行されること

で，自然発生的に見守り効果が生まれる可能性があることを議論した．また，実際に会話や外出の頻度が増加

したかをアンケートから検証した．さらに，車室内に同乗した複数の乗客の間で地域情報が共有された場合，

その情報が地域内にどの程度拡散されていくかを簡単な数学モデルを活用して検証した．その結果，乗り合わ

せた人数が多いほど，情報が共有されるまでの時間が短くなることなどを示すことができた． 

情報の拡散に関しては古くから研究されており，例えば地理学の分野では空間的な情報の拡散に関する研究

が行われている39)ほか，実際の地域での口コミの効果を検証した研究などもある40)．また，最近ではインター

ネットやSNS（Social Networking Service）上の情報拡散に関する研究が，本研究で用いたようなSIRモデル以外

の手法を用いて展開されている41), 42), 43)．本研究では，簡単な数学モデルを用いて，低速電動バス内で発生する

共有情報の地域内への拡散の挙動を考察したが，ある程度定性的な挙動を把握できたものと考えられる．特に，

(1)バスの車室内で会話を交わした人数が多ければ，それだけ地域への情報の拡散力が強い，(2)会話の内容が

重要であれば（γの値が小さければ）地域への拡散力が強く，より長い期間情報が流通するといったことが確

認できた． 

以上のようなことから，低速電動バスの車室内での会話がしやすい空間が形成されているという特徴1)を踏

まえれば，低速電動バスという移動手段が，ワゴンタイプのコミュニティバスよりも地域に必要な情報を流す

メディアとして活用できる可能性があることが指摘できる．さらには，会話が起こればいつもは同乗するはず

の乗客が乗っていないといったような情報も，車室内で複数の乗客にその情報が伝わることで，比較的早く地

域に広まり，見守りの効果を発揮する可能性があることが期待できる．言い方を変えれば，低速電動バスの乗

客は，お互いの生存や健康状態に関する情報をボランタリーに相互チェックできる可能性があることがわかる．

このような効果は，地域の相互見守りの「自発性」と解釈することができる．また，このような効果は大きく

コストがかかるシステムの構築ではなく，乗客にとっては強制的でないフィージブル（実現可能）な見守りと

なっている．このためこういった仕組みの「持続性」も高いと言える．また，顔を見せなかった乗客の情報を

乗客同士が伝達しあい，それが地域に持ち帰られて間接的な見守り効果が発生するという「間接性」も特徴と

言える．さらに，プライバシーの保護の観点からも，ここで言及したような仕組みは，地域の中に顔見知りと

して，あるいはそれほど親しくは無くても同じ地域で同一の環境に暮らす住民同士として，お互いの関連性や

距離感を保つような自動調整機能が存在し，その範囲内でお互いの見守りというような機能が形成されている

といったことも重要な点として指摘されよう． 

現在，情報拡散の研究は，どちらかというといわゆるサイバー空間での情報拡散問題，例えば間違った情報

の拡散や炎上の発生などに関する研究が注目されているように思われる．インターネットやSNSを自由に使い

こなす世代の新しい課題として，今後ますます研究が進むと考えられる．しかしながら，その一方で高齢化が

進む地域では，見守りや安全・安心な地域づくりの観点から，今後はむしろ現実空間での情報共有のあり方や，

自然な形で情報共有が行われたものが，地域全体に効果的に広がるための様々な仕組みづくりの研究が，改め

て重要になってくるように思われる． 

 

５．おわりに 

低速電動バスを高齢地域の暮らしの足として導入すると，地域情報が車室内で共有されることが確認できた．

特に，顔見知りが同じ便に乗り合わせることが日常化し，会話をかわす関係が自然に発生し，互いの見守り体

制が構築されるという効果が見られた．また，アンケート調査によって，実際に利用者の会話頻度が増加しコ

ミュニケーションが活発になることが示唆された．さらに，地域情報の拡散モデルから，会話する乗客が多い

ほど地域情報が拡散する速度が高いことが推定でき，低速電動バスがコミュニティバスに比べて情報拡散の面

でも優位性があることがわかった．以上のような見守りの機能は，従来の「見守られる側」と「見守る側」と

いう一対一の構造ではなく，「互いに見守り見守られる」という「ゆるい関係性」が生まれていて，行政が多

大のコストをかけて見守ることよりも持続可能なシステムであることを示唆している．これらの特徴は，(1)
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ユーザー自身がお互いの生存や健康状態をチェックするボランタリーな状況の発生（自発性），(2)見守りを

第一目的としていないため自然に発生し持続しやすい体制（持続性），(3)顔を見せなかったユーザーの情報

は乗車したユーザーが伝達しあい，間接的な見守り効果が発生する可能性(間接性)，としてまとめられる．今

後さらに社会実験を継続し，自然発生的な見守りの効果に関する実証データを蓄積する予定である． 

 

注 

グリーンスローモビリティの認定基準が変更になり，2020 年 7 月現在でグリーンスローモビリティには認

定されていない. 
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JST 社会技術研究開発センタープロジェクトにおいて公共交通 WG 長として参画し，低速電動バ

ス eCOM-8 の持続的活用についての研究に参加． 

 登丸貴之 TOMARU, Takayuki 

株式会社桐生再生 

略歴および研究分野 

2017 年株式会社桐生再生に入社，低速電動バス eCOM-8 の運行のほか eCOM-8 の普及実装に関す

る研究にも参加，特に低速電動バスによる経済的に持続性のある地域公共交通システムについて

調査を実施，また，様々なまちづくり地域活動にも参加． 

 大橋 司 OHASHI, Tsukasa 

株式会社桐生再生 

略歴および研究分野 

2014 年株式会社桐生再生に入社，低速電動バス eCOM-8 の運行を担当．さまざまな地域での運行

を通して eCOM-8 が持つ新しい可能性を発見．eCOM-8 の安全な運行や管理マニュアル等の作成に

従事． 

 

清水宏康 SHIMIZU, Hiroyasu 

株式会社桐生再生代表取締役社長 

略歴および研究分野 

桐生信用金庫退社後，2008 年 NPO 法人桐生再生を設立して地域活性化のための活動を実施．その

後 2013 年に株式会社桐生再生を設立し，代表取締役社長．2012 年から実施した JST 社会技術研究

開発センタープロジェクトにも参加．現在プロジェクトで開発した低速電動バス eCOM-8 を 4 台，

新型低速電動バス eCOM-82を 1 台所有して，地域づくり活動に従事． 

 
 

宗村正弘 MUNEMURA, Masahiro 

株式会社シンクトゥギャザー代表取締役社長 

略歴および研究分野 

富士重工業株式会社（現株式会社 SUBARU）において乗用車の開発に従事．退社後 2007 年に株式

会社シンクトゥギャザーを設立，群馬大学次世代 EV 研究会に参画し，マイクロ EV や低速電動バ

ス eCOM-8 の開発を手掛ける．現在は各種電動モビリティ，eCOM シリーズの製造販売を展開． 

 


